
41 
 

厚生労働行政推進調査事業費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

分担研究報告書  

アクセスの観点からみた専門医の必要数推計に関する研究 
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研究要旨 

 診療科ごとの医師、医療施設の必要数推計に関する考え方のひとつとして、道路距離を基にした医

療施設までのアクセシビリティと医師数と患者数を考慮し、分析を行った。本年度は、パイロットスタディ

として、内科、小児科、産科及び産婦人科(以下、産科)の３領域を対象とした。内科、小児科、産科に

ついて、総人口、15 歳未満人口、15 歳から 49 歳女性人口を対象として、医療施設までの距離を算出

した。距離算出に際しては、2014 年医療施設静態調査及び 2015 年国勢調査 5 歳階級別 500m メッ

シュ集計の人口を使用し、GIS を用いて行った。さらに、自動車で 30 分圏内を一つの基準として、15ｋ

ｍ以内で医療施設に到達できる人口割合を 30 分カバー率として算出した。 

 分析の結果、30分カバー率は、内科、小児科、産科それぞれ、97.50％、97.72％、95.51％となった。

また、居住地から最寄とならない医療機関の割合は、都道府県ごとに差があり、東京都、大阪府、神奈

川県などで高い割合を示し、最寄り施設へのアクセスではなく、需要量を担保する医療施設の立地が

示唆された。今後、本研究の分析モデルに受療率を導入することで、医療機関ごとのキャパシティを考

慮したアクセス分析モデルを構築し、ミクロな視点からの必要医師数の推計を図る予定である。 

A. 研究目的 

 

医師、医療施設の地域偏在、診療科ごとの偏在

は将来の医療提供体制を構築する上で喫緊の課

題である。これに対し、医師需給分科会では、診

療領域など疾病ごとの詳細な需要推計と医師の

労働時間や働き方等を勘案した供給推計を行うこ

とで、全国規模でのマクロな視点から必要医師数

を推計している。 

これに関して、地域偏在や診療科偏在など、部

分的な不均衡が全体の必要医師数に影響を与え

ることが懸念されるが、それがどの程度の影響で

あるのか、どこの地域に影響を与えるのかについ

て、把握しておくことは喫緊の課題であると言える。 

以上より、本研究では、医療施設までのアクセス

の観点から、診療科ごとの地域偏在を把握し、ミク

ロな視点から必要医師数の推計を試みる。 

B．研究方法 

 

 居住地から各診療科までのアクセシビリティにつ

いて、地理情報システム(GIS)を用いて道路距離

で計測し、全国の状況を市町村ごとにデータベー

ス化を行った。 

 

１．使用データと対象 

 

使用するソフトウェア、データに関しては、ESRI 

JAPAN ArcGIS、ArcGIS Stat Suite:平成 27 年国

勢調査メッシュによる男女別 5 歳階級別人口、平

成 26 年医療施設静態調査(以下、静態調査)、平

成 26 年医師・歯科医師・薬剤師調査(以下３師調

査)を使用する。なお、静態調査及び３師調査の

調査票情報の利用にあたっては、統計法第 33 条

の規定に基づき厚生労働省に対して提供の申出
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を行い、許可（平成 30 年 8 月 29 日厚生労働省

発政統計 0829 第 3号）を得ている。 

本報告では、パイロットスタディとして、内科、小

児科、産科を対象とした。産科に関しては、用い

たデータでは医療機関ごとに診療行為を分類す

ることが困難であるため、産科及び産婦人科とし

た。各診療科の医師数は、病院に関しては、静態

調査から得られる医師数、診療所に関しては、３

師調査の主たる医療機関を項目について静態調

査に存在する診療所の医療機関番号と突合して

算出した。対象とする人口に関しては、内科につ

いては総人口、小児科については15歳未満人口、

産科に関しては、15 歳以上 49 歳以下の女性人

口とし、3次メッシュ(一辺約1kmの格子)の中心点

から医療機関までの道路距離を Arc GIS Network 

Analyst ツールを用いて算出した。 

 

２．カバー率と医療機関の立地状況 

 

 まず、3 次メッシュの中心点から各診療科のある

最寄り医療機関までの距離を算出した。このうち、

時速 30km の自動車で 30 分である 15km 圏内で

ある人口を市町村ごとに集計した。また、医療機

関までの距離ごとに各診療科で対象となる人口の

ヒストグラムを作成した。 

 次に、都道府県ごとに集計した各診療科の対象

人口と最寄りの医療機関と最寄りではない医療機

関の比率を集計し、医療機関の立地状況につい

て考察した。なお、最寄り医療機関は、３次メッシ

ュの中心点から道路距離上、最も近い医療機関と

して選択された施設であり、どの中心点からも選

択されない施設(山間部や、都市部で隣接して立

地している場合など)は最寄ではない医療施設と

している。 

 

C．研究結果 

 

１．アクセシビリティによるカバー率 

 

 最寄りの医療機関から 30 分圏内にそれぞれの

診療科の対象人口が存在する割合（カバー率）は、

全国では、内科で 97.50％、小児科で 97.22％、

産科で 95.51％であった。１市区町村あたりの平

均カバー率は、内科で 96.57％、小児科で

92.45％、産科で 77.03％となった。都道府県ごと

の平均では、内科、小児科、産科それぞれ、

97.71％、97.19％、94.17％であった。(表１) 

 

表１ アクセシビリティによるカバー率 

 

 

また、図１から図３に各診療科のカバー率の全国

分布を示した。表１に示す通り、全国のカバー率

は大きな違いはないが、分布図を見ると内科では、

ほとんどの市町村で 90％を超えるカバー率を示し

ているのに対し、小児科では、北海道でややカバ

ー率の低い市町村が見受けられる。また、表１の

市区町村ごとの平均値が 77.03%を示す産科では、

北海道をはじめ、全国でカバー率が低い市区町

村が散在していることが確認できる。 

さらに、図４から図６に各診療科までの距離帯ご

とのヒストグラムを示す。各診療科とも 1.5km 以内

で最寄りの医療機関に到達できる人口が最も多

い。さらに、内科については、1.5kmまでの距離帯

で、対象となる人口の 80％をカバーできており、

小児科については、2km、産科については、4km

以内で80％以上のカバー率となっている。カバー

率が 90％を超える距離帯は、内科、小児科、産

科それぞれ、2.5km、3.5km、7.5km であった。な

お 12.5km 以内で３診療科ともカバー率 95%を超

えた。 

 

 

全国 市区町村平均 都道府県平均
内科 97.50% 96.57% 97.71%
小児科 97.22% 92.45% 97.19%
産科 95.51% 77.03% 94.17%

アクセシビリティによるカバー率
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図１ 30 分圏カバー率(内科) 

 

 

 

図２ 30 分圏カバー率(小児科) 

 

 

 

図３ 30 分圏カバー率(産科) 

 

 

 

 

 

 
図４ 内科までの距離帯ごとのヒストグラム 

 

 

 

図５ 小児科までの距離帯ごとのヒストグラム 

 

 

 

図６ 産科までの距離帯ごとのヒストグラム 
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３．対象人口と医療機関の立地状況 

 

 

図７ 都道府県ごとの対象人口と 

最寄、非最寄施設割合(内科) 

 

 

図８ 都道府県ごとの対象人口と 

最寄、非最寄施設割合(小児科) 

 

 

図９ 都道府県ごとの対象人口と 

最寄、非最寄施設割合(産科) 

 

 

 図７から図８に都道府県ごとに集計した各診療

科の対象となる人口（折れ線グラフ）と、最寄り施

設数の比率（棒グラフ）を示した。最寄り施設数の

割合が高い都道府県は、比較的、医療機関が分

散して立地しており、逆に低い都道府県は密集し

て立地している地域が存在している。内科では、

最寄り施設割合最も低い都道府県は、東京都、

大阪府、神奈川県、京都府、小児科では、東京都、

大阪府、京府都、愛知県、産科では東京都、広島

県、徳島県、鹿児島県であった。 

 

D.考察 

 

アクセシビリティからみたカバー率は、最寄り施

設として割り付けられた医療機関のキャパシティを

無視しているため、実際のカバー率はより低下す

ると考えられる。従って、供給量が不足している都

会や、広範な地域をカバーしている地方の医療

機関で過大な評価となってしまう可能性がある。

特に表１から、全体のカバー率と都道府県ごとの

平均や市町村ごとの平均を比較すると、内科や小

児科に比べ、産科では市町村ごとのばらつきが大

きいことが示唆され、図１から３を比較することでも

確認できる。これを解消するには、医療機関の配

置再編が必要となる。 

また、東京都、神奈川県、大阪府など、人口の

多い都市部では最寄り医療施設でのアクセスで

は評価されない施設立地が多数見られた。これに

ついては、対象人口が多く、最寄りの施設のみを

利用することが現実的でない内科で特に顕著で

あった。このような診療科、地域では、近隣に医療

機関が多数立地し、利用する医療機関をアクセス

以外の理由、例えば混雑度や評判など、で選択

していることが想定されるため、カバー率での評

価には慎重を期す必要がある。 

以上のように、本研究では、アクセシビリティに基

づき、医師や医療機関の偏在を概観した。しかし、

実際の受療行動を考えると、医療機関ごとのキャ

パシティは無視できない。今後、各診療科の受療
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率から供給量と需要量のバランスを考慮し、容量

制限を設けたアクセシビリティ分析を行う予定であ

る。 

 

E.結論 

 

 アクセスの観点から医療資源の分布に関して分

析を行った。現状以上に利便性を高めるために

は、医師数による供給量と、医療施設立地の両面

を考慮する必要が示唆された。  

 本研究で得られた結果は、医療従事者の需給

に関する検討会・医師需給分科会第４次中間とり

まとめにも記載のある、医師少数スポットのような、

医療圏単位で観察できない詳細な地域の医療需

給状況をアクセスという観点から概観することがで

きる。受療率や外来患者数を基にした需要と供給

の諸変数に関して、並行する研究成果と併せるこ

とで、局所的な医療資源の不足や偏在を示す一

つの指標として有用であると考えられる。 
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